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研究要旨：平成 28(2016)年 11 月の閣議決定「2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技

大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針」にもとづき、受動喫煙防止対策強化検討チ

ームが結成された。平成 30(2018)年 3月 9 日、厚生労働省より「健康増進法の一部を改正する法律案」が閣

議決定され健康増進法の一部を改正し、屋内を原則禁煙とする法律案が検討されている。また、東京都は平

成 30(2018)年 4月 1日より「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」を施行したことに続き、飲食店等の受

動喫煙防止対策を強化する条例についても具体的な検討を行っている。 

 本研究では、受動喫煙防止対策を強化するための健康増進法改正案や東京都受動喫煙防止条例案が制定さ

れた場合に必要となる屋外喫煙所の実態把握と課題の検討を行った。その結果、屋外で受動喫煙を防止する

ために必要な措置としては、建物や人の動線から十分に距離（可能であれば 25メートル）を離して設置する

こと、混み合う場所では高さ 3 メートルほどの壁で四方から囲い込んだ喫煙場所の設置を推進することが必

要であると考えられた。また、すでに施行された「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」の条項に関する

科学的エビデンスを整理した。 

 

 

Ａ. 研究目的 

 2015 年 11 月 27 日の閣議決定「2020 年東京オリ

ンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会

（東京五輪大会）の準備及び運営に関する施策の

推進を図るための基本方針」が示された。2016 年

1 月 25 日、内閣官房副長官を議長とし、東京五輪

大会に関係する省庁から課長、室長が参加する「受

動喫煙防止対策強化検討チーム」が結成され、第

１回会議が開催された。同年 10 月「厚生労働省と

しての考え（たたき台）」が示され、関係諸団体に

ヒアリングが行われた。2017 年 1 月に開始した国

会に当時の厚生労働大臣（塩崎恭久氏）から「健

康増進法の一部を改正する法律案」の検討を行う

ことが示され、2017 年 3月 1 日、「厚生労働省から

受動喫煙防止対策の強化について（基本的な考え

方の案）」が発表されたが同年 6月の閉会までに審

議されなかった。その後、厚生労働大臣が交代（加

藤勝信氏）し、平成 30(2018)年 3 月 9日、厚生労

働省より「健康増進法の一部を改正する法律案」

が閣議決定され、上程し６月までの国会で審議さ

れる予定である。 

 一方、東京都は 2020 年の東京五輪大会のホスト

シティとして受動喫煙防止を強化する独自の条例

を検討し、平成 30(2018)年 4 月 1 日より「東京都
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子どもを受動喫煙から守る条例」を施行し、さら

に、飲食店等の民間企業を対象とした規制につい

ても検討を進めている。 

 本研究の目的は、受動喫煙を防止するためには

罰則のある条例・法規制が必要であることのエビ

デンスの集積を行うことである。  

 

Ｂ．研究方法 

研究１：厚生労働省のホームページに平成

30(2018)年 3 月 9 日に公開された「健康増進法の

一部を改正する法律案」について、受動喫煙防止

対策の効果を過去の研究成果と照らし合わせその

効果の検討をタバコの燃焼により発生する微小粒

子状物質（PM2.5）濃度をデジタル粉じん計（TSI

社製、AM510）を用いたリアルタイムモニタリング

により行う。 

研究２：平成 30(2018)年 4月 1日に施行された「東

京都子どもを受動喫煙から守る条例」の効果につ

いて同様に検討を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、産業医科大学の倫理委員会の承認を

得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

研究１： 資料１に平成 30(2018)年 3月 9日に閣議

決定された「健康増進法の一部を改正する法律案」

を示す。 

 「望まない受動喫煙」をなくす、という表現に

ついて、メディア等では「望む、望まないにかか

わらず受動喫煙の防止を目的とするべき」という

報道がされているが、受動喫煙により大きな健康

影響を受ける子どもや未成年者、および、気管支

喘息や化学物質過敏症の患者が利用する施設や屋

外での対策の一層の徹底を求めている点は改正の

大きなポイントである。 

 その具体的な対象施設として「学校・病院・児

童福祉施設等、行政機関」が列挙され、「敷地内禁

煙」とするべきこと、ただし、「屋外で受動喫煙を

防止するために必要な措置がとられた場所に、喫

煙場所を設置することができる」とされ、法律案

には「特定屋外喫煙場所」と定義されている。 

 本研究では、改正健康増進法が施行された場合

に必要となる屋外の喫煙コーナーの事例を検討し、

今後の「屋外で受動喫煙を防止するために必要な

措置」について検討を行った。 

 

①屋外の喫煙コーナーからの距離の検討： 

 路上喫煙禁止地区に設置された灰皿から風下に

拡散する受動喫煙についてタバコの燃焼により発

生する微小粒子状物質（PM2.5）濃度のリアルタイ

ムモニタリングを行ったところ、25 メートル離れ

ていても PM2.5 の濃度の上昇が認められた（資料

２）。 

 

②屋外の喫煙コーナーに壁を設置した事例： 

 東京都、渋谷駅ハチ公口に設置された喫煙コー

ナーは、２方向に平行した壁が設けられていた。

しかし、開放された方向に風が吹くとその風下で

受動喫煙が発生するのは①の事例と同様であった

（資料３）。 

 

③喫煙コーナーを四方向とも壁で囲った事例： 

 東京都、新宿駅東口に設置された喫煙コーナー

は、四方向から壁で囲っているが、以下の３つの

理由で風下側に受動喫煙が発生していた（資料４）。 
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・壁の高さが不十分であること 

・壁の下に空間があること 

・出入口が開放状態であること 

 

④屋外喫煙コーナーを十分な高さの壁で四方から

囲った事例： 

1) 東京都、池袋駅東口の喫煙コーナー 

 高さ2.85メートルの壁で四方から囲われており、

良好な対策であった（資料５-１）。ただし、平面

図に示すように出入口が舗道に開放されており、

出入口の周囲では受動喫煙が発生していた。今後、

壁の効果を PM2.5 の濃度の測定による検証が必要

であると考えられた。 

2) 横浜市、桜木町駅の喫煙コーナー 

 高さ 3 メートルの壁で四方から囲われ、出入口

はクランクとする工夫がされており、良好な対策

であった（資料５-２）。出入口を 1 つとし、クラ

ンクを二重にすることで効果の高い「特定屋外喫

煙場所」として、壁と出入口の形状の効果を PM2.5

の濃度の測定により検証する必要があると考えら

れた。 

 

研究２：「東京都子どもを受動喫煙から守る条例

（子どもを守る都条例）」で期待される効果 

  平成 29(2017)年 10 月、以下の条例が都議会で

成立した（平成 30(2018)年 4 月 1 日施行）。本研究

では、下線部分が条例の対象として必要であるこ

とについての検証を行った。それぞれの条文に定

められた場所で喫煙を避けるべきことの根拠を資

料２、資料６〜１０に示す。 

 

 たばこの煙がたばこを吸う人だけでなく、周囲

の人の生命及び健康にも悪影響を及ぼすことが明

らかとなっており、これまで以上に都民の関心を

高め、理解を深め、社会全体の共通認識を広げて

いく必要がある。 

 とりわけ子どもについては、自らの意思で受動

喫煙を避けることが困難であり、保護の必要性が

高い。 

 また、子どもは社会の宝、未来への希望であり、

全ての子どもが安心して暮らせる環境を整備する

ことは、社会全体の責務である。 

 このような認識の下、都において子どもの受動

喫煙からの保護を一層図るべく、この条例を制定

する。 

第一条 目的 

この条例は、子どもの生命及び健康を受動喫煙の

悪影響から保護するための措置を講ずることによ

り、子どもの心身の健やかな成長に寄与するとと

もに、現在及び将来の都民の健康で快適な生活の

維持を図ることを目的とする。 

第二条 用語の定義（下線は筆者） 

一 たばこ たばこ事業法（昭和五十九年法律第

六十八号）第二条第三号に規定する製造たばこ又

は同法第三十八条第二項に規定する製造たばこ代

用品で、喫煙用に供されるものをいう。 

二 喫煙 たばこに火をつけ、又はこれを加熱し、

その煙を発生させることをいう（資料６）。 

三 受動喫煙 他人が発生させるたばこの煙又は

たばこを吸っている他人の呼気に含まれる煙（肉

眼で見える煙に限らず、残留するたばこの臭気そ

の他の排出物を含む。）にさらされることをいう

（資料７）。 

  四〜九は省略 

2 喫煙をしようとする者は、家庭等において、子

どもと同室の空間で喫煙をしないよう努めなけれ
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ばならない（資料８）。 

第七条 家庭等の外における受動喫煙防止 

保護者は、家庭等の外においても、受動喫煙を防

止する措置が講じられていない施設又は喫煙専用

室その他の喫煙の用に供する場所に、子どもを立

ち入らせないよう努めなければならない（資料９）。 

第八条 自動車内における喫煙制限 

喫煙をしようとする者は、子どもが同乗している

自動車内において、喫煙をしないよう努めなけれ

ばならない（資料１０）。 

第九条 公園等における受動喫煙防止 

喫煙をしようとする者は、公園、児童遊園又は広

場等において、子どもの受動喫煙防止に努めなけ

ればならない（資料２）。 

第十条 学校等周辺の受動喫煙防止 

喫煙をしようとする者は、学校、児童福祉施設そ

の他これらに準ずるものの周辺の路上において、

子どもの受動喫煙防止に努めなければならない

（資料２）。 

第十一条 小児医療施設周辺の受動喫煙防止 

喫煙をしようとする者は、小児科又は小児歯科の

病院又は診療所その他これらに準ずるものの敷地

の外周から七メートル以内の路上において、子ど

もの受動喫煙防止に努めなければならない（資料

２）。 

 

Ｄ．考察 

 平成 15(2003)年、健康増進法が施行され、郵便

局や銀行の窓口や官公庁、公共交通機関等の受動

喫煙は大幅に改善された。しかし、飲食店等のサ

ービス産業の対策は大幅に遅れている。 

 飲食店等を含めた全面禁煙化は、2005 年の「た

ばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」が発

効した時から全世界で検討されてきたことである。

すでに 2016 年までに 55か国、米国でも 2018 年時

点で27州の飲食店等を含めた屋内の完全禁煙が実

施されている。 

 特に、2010 年の世界保健機関（WHO）と国際オリ

ンピック協会（IOC）の合意文書「たばこのないオ

リンピック」によってその動きは加速し、近年の

五輪大会は罰則のある喫煙規制法がある国・都市

で開催されることが慣例となっている。わが国で

も、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック

競技大会を間近に控え、健康増進法の一部を改正

する法律案、および、東京都の子どもを守る条例

の施行、飲食店等を対象とした受動喫煙防止条例

案が具体的に検討され、世論の関心が高まってき

た。 

 喫煙専用室からのタバコ煙の漏れ、および、飲

食店等では利用者だけではなくそこを職場として

働く従業員の受動喫煙を防止するために屋内の全

面禁煙化が必要であることを述べてきた。今年度

は、屋内の受動喫煙対策が強化され、屋外に喫煙

場所を設けなければならないことを想定し、健康

増進法の改正案に盛り込まれた「特定屋外喫煙場

所」のあり方について過去の研究成果の整理、お

よび、今後の対策案の検討を行った。 

 屋内の受動喫煙対策を推進すると同時に、建物

や人の動線から十分に距離を離した喫煙場所をつ

くること、また、東京都 23区のように混み合う場

所では高さ３メートルほどの壁で四方から囲い込

んだ喫煙場所の設置を推進することが必要である

と考えられた。 

 特に、子どもや未成年者、受動喫煙により大き

な影響を受ける患者等も使用せねばならない場所

では、受動喫煙だけでなく三次喫煙の対策も必要
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であることが考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 平成 30(2018)年 3 月時点で検討が行われている

健康増進法の一部を改正する法律案、および、東

京都で具体的に検討が行われている飲食店等を対

象とした条例案により、屋内だけでなく、屋外に

おいても受動喫煙を防止せねばならないことが認

められた。 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 本研究で知的財産権に該当するものはなかった
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